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害でない範囲に制御する PRC 構造においても同様であった．しかし，2002 年に和歌山県に完成





言えない JIS A 1129 試験によって，乾燥材齢 8 週間で 850×10-6（850μ）という大きな乾燥収
縮ひずみを示し，関係する団体に衝撃を与えた．これまで多くの PC 橋，PRC 橋が設計されてき
たが，設計用の乾燥収縮ひずみとして知られている値は 150～200μといった数値であり，垂井高
架橋が示した値とはかけ離れていた． 
 その後，土木学会では 2007 年の「コンクリート標準示方書」2)改訂に際し，垂井高架橋の変状
を踏まえ，収縮規定の強化を図った．新しい示方書には，最大 1,200μという非常に大きい設計
用収縮ひずみが示された． 
 続く 2009 年，日本建築学会は「建築工事標準仕様書・同解説」（JASS5）3)の改訂において，









今後，使用するコンクリートの乾燥収縮ひずみについて，上限を JIS 試験の 26 週試験値で 8×10-4
とすることを取り決めた 4)．この取り決めに従い，近畿地方整備局では 2011 年に【コンクリート
1
橋梁における「ひび割れ防止対策（案）」について】という事務連絡を通達している． 







 結局，各地の生コン工場で粗骨材の入れ替えが進み，設計基準強度が 30N/mm2 以上のコンク
























































している場合の「収縮ひずみ」とは，特に断りのない限り，JIS A 1129 試験における乾燥材齢 26
週の試験結果，または 26 週の試験結果より予想される最終ひずみを示すものとする． 
 
1.2 本論文の構成 
 全 7 章で構成されている．論文の構成と各章の関係を図 1.2.1 に示す． 
１章 序論 
 本研究の背景と目的，論文の構成について述べた． 





紹介し，実構造物と JIS 試験を対象とした場合の予測結果を比較した． 




り PC 上部工に生じる応力の大きさについて検討を行った． 
３章 PC 構造物と乾燥収縮問題 




 「3.3 乾燥収縮により変状が生じた橋梁群の事例」では，乾燥収縮で変状が生じたとされる PC 上
部工の変状状況について報告した． 











 「4.4 計測結果の取り扱い」では，データの整理方法，自己収縮に対する考え方について整理した． 
















































































図 1.2.1 本論文の構成と各章の関係 
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 JIS A 1129（モルタル及びコンクリートの長さ変化測定方法）に従い測定する．長さ変化の測
定方法ごとに，JIS A 1129-1（第 1 部：コンパレータ方法），JIS A 1129-2（第 2 部：コンタクト
ゲージ方法），JIS A 1129-3（第 3 部：ダイヤルゲージ方法）の 3 方法が規定されている． 
供試体の寸法は，モルタルの場合には約 40×40×160mm，コンクリートの場合には断面を正
方形とし，一辺は粗骨材の最大寸法の 3 倍以上，長さは断面の一辺の 3.5 倍以上とする．粗骨材
 





JIS A 1129 には乾燥収縮に関する試験条件
の規定はなく，通常，JIS A 6204（コンクリー
ト用化学混和剤）の「6 試験方法 6.2.7 コン
クリートの試験 f)長さ変化」に準じ試験が行





定は，材齢 7 日で行い，供試体を水中から取り出した直後に測定する。基長測定後，温度 20±2℃，
湿度 60±5%の室内に保存し，長さ変化を測定する。供試体の数は，1 種類のコンクリートについ
























 次に，1961 年に改訂された同指針 4)では，環境条件を屋内と屋外に整理し，ポストテンション




内の乾燥収縮度に対し 6 割程度の値を設定している． 
 現在，道路橋示方書では屋内外の区別は行っていないが，2007 年版までのコンクリート標準示
方書では区分があり 5)，乾燥開始材齢が 28 日までは屋外と屋内の比率はやはり 1：0.6 程度とな
っている（後掲表 3.4.2 参照）． 
 次いで 1968 年，日本道路協会より「プレストレストコンクリート道路橋示方書」6)が刊行され
た．これは，現在の道路橋示方書に繋がるものである．基本的に，土木学会の「プレストレスト
コンクリート設計施工指針」に準拠しているが，屋内・屋外の区別を廃止した．また，乾燥収縮
の進行度についても言及しており，およそ 5 年で進行度が 0.9～1 であるとしている．  























年版と 2012 年版のコンクリート標準示方書の両者を対象とした． 


























































































































































































































































































































































＊内空の表面積は DIN422720）に準拠し 1/2 とした．1/2 としない場合には，各々の平均が固定支











































支点上 1.5 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 1.05 2.31 0.60
支間中央 1.5 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 1.05 2.31 0.40
支点上 2.1 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 1.65 2.31 0.60
支間中央 2.1 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 1.65 2.31 0.40
支点上 2.7 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 2.25 2.31 0.60
支間中央 2.7 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 2.25 2.31 0.40
支点上 3.3 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 2.85 2.31 0.60
支間中央 3.3 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 2.85 2.31 0.40
支点上 4.0 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 3.55 2.31 0.60
支間中央 1.5 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 1.05 2.31 0.40
支点上 5.0 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 4.55 2.31 0.60
支間中央 2.1 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 1.65 2.31 0.40
支点上 6.0 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 5.55 2.31 0.60
支間中央 2.7 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 2.25 2.31 0.40
支点上 7.0 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 6.55 2.31 0.60
支間中央 3.3 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 2.85 2.31 0.40
支点上 8.0 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 7.55 2.31 0.60
支間中央 3.9 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 3.45 2.31 0.40
支点上 9.0 10.3 5.7 2.3 0.45 0.25 8.55 2.31 0.60




























0.27 0.50 4.50 0.73 23.22 10.46 28.45 7.10 249
0.27 0.25 4.90 0.98 23.22 11.76 29.10 5.58 192
0.27 0.50 4.50 1.33 24.42 11.66 30.25 7.82 258
0.27 0.25 4.90 1.58 24.42 12.96 30.90 6.06 196
0.27 0.50 4.50 1.93 25.62 12.86 32.05 8.54 266
0.27 0.25 4.90 2.18 25.62 14.16 32.70 6.54 200
0.27 0.50 4.50 2.53 26.82 14.06 33.85 9.26 273
0.27 0.25 4.90 2.78 26.82 15.36 34.50 7.02 203
0.27 0.50 4.50 3.23 28.22 15.46 35.95 10.10 281
0.27 0.25 4.90 0.98 23.22 11.76 29.10 5.58 192
0.27 0.50 4.50 4.23 30.22 17.46 38.95 11.30 290
0.27 0.25 4.90 1.58 24.42 12.96 30.90 6.06 196
0.27 0.50 4.50 5.23 32.22 19.46 41.95 12.50 298
0.27 0.25 4.90 2.18 25.62 14.16 32.70 6.54 200
0.27 0.50 4.50 6.23 34.22 21.46 44.95 13.70 305
0.27 0.25 4.90 2.78 26.82 15.36 34.50 7.02 203
0.27 0.50 4.50 7.23 36.22 23.46 47.95 14.90 311
0.27 0.25 4.90 3.38 28.02 16.56 36.30 7.50 207
0.27 0.50 4.50 8.23 38.22 25.46 50.95 16.10 316































































































L Bu Bl b（RC限界） d1 d2
20 10.3 6.5 1.9 0.40 0.20
25 10.3 6.5 1.9 0.40 0.20




















R n Bu＋Bl＋2・l＋2×(h＋d2） 平均
20 0.50 1.91 0.6 6 22.02 5.29 240
25 0.70 1.91 0.8 5 22.42 5.78 258






























  εcds：材齢 ts日に乾燥を開始した材齢 t 日における乾燥収縮ひずみ 
  ・εcds0（fcm）：セメント種別とコンクリートの強度に関する係数 
    εcds0（fcm）＝[（220＋110・αds1）・exp（－αds2・fcm）]×10-6 
     fcm：28 日における平均圧縮強度（Mpa） 
      fcm＝fck＋Δf 
       fck：圧縮強度の特性値（Mpa） 
       Δf＝8（Mpa） 
     αds1，αds2：セメントの規格による係数（N は普通で R は早強タイプ） 
セメントの強度区分 αds1 αds2 
32.5N 3 0.013 
32.5R，42.5N 4 0.012 
42.5R，52.5N，52.5R 6 0.012 
  ・βRH：周囲の相対湿度の影響に関する係数 
        －1.55・［1－（RH/100）3］・βs1（40％≦RH＜99％） 
        ＋0.25・βs1（RH≧99％） 
     RH：周辺環境の相対湿度（％） 
     βs1＝（35／fcm）0.1 ≦ 1.0 
  ・βds（t－ts）：時間関数 
    βds（t－ts）＝[（t－ts）／{ 0.035・h2＋（t－ts）}]0.5 
     h：部材の仮想厚さ(mm) 
      ｈ＝2Ac／u 
       Ac：断面積(mm2) 
       u：空気に接する周長(mm) 
     t：コンクリートの材齢（日） 






化は双曲線関数の 0.5 乗の形で表現されている． 






















   f：35 日（湿潤養生されたコンクリートの 7 日以降の収縮の場合） 
    55 日（蒸気養生されたコンクリートの 1～3 日以降の収縮の場合）   
   t：乾燥期間（日） 
  （εsh）u：最終乾燥収縮ひずみ(m/m) 
   （εsh）u＝780・γsh×10-6（m/m） 
    γsh：補正係数 
    ・周囲の相対湿度λ（％）による補正 
      γλ＝1.40－0.010λ（40≦λ≦80） 
      γλ＝3.00－0.030λ（80＜λ≦100） 

































    ・平均部材厚 h(mm)による補正（150mm＜ｈ＜380mm） 
      γh＝1.23－0.0015h（乾燥の最初の一年） 
      γh＝1.17－0.00114h（最終値） 
    ・または体積表面積比 v/s(mm)による補正 
      γvs＝1.2exp（－0.00472v/s） 
    ・スランプ s(mm)による補正 
      γs＝0.89＋0.00161s 
    ・細骨材率Ψ（％）による補正 
      γΨ＝0.30＋0.014Ψ（Ψ≦50％） 
      γΨ＝0.90＋0.002Ψ（Ψ＞50％） 
    ・単位セメント量 c(kg/m3)による補正 
      γc＝0.75＋0.00061c 
    ・空気量 a（％）による補正 





 図 2.2.3 は，s=120mm，Ψ＝42％，c＝380kg/m3，a＝4.5％の条件で計算した結果であるが，




















































 εs,t：乾燥開始材齢 t0日から材齢 t 日  
    までの乾燥収縮ひずみ 
 εs0：基準収縮度 
  ks：時間変化に関する関数 
  （defごとに別図で求める） 
   def：部材の有効厚さ 
    def＝kef・2・A／u 
     kef：相対湿度に関する係数 
     A：断面積 
     u：乾燥断面の周長 
     （箱桁の内面は 1/2 とする） 
  t：コンクリート温度で補正した材齢 
   t＝Σ（Ti＋10℃）／30℃・Δti 
道路橋示方書： 
εcs（t，t0）＝εs0・βs（t－t0） 
 εcs（t，t0）：乾燥開始材齢 t0日から材齢 
       t 日までの乾燥収縮ひずみ 
 εs0：基準乾燥収縮ひずみ 
  βs（t）：材齢と仮想厚さに関する関数 
（hthごとに別図で求める） 
   hth：部材の仮想厚さ 
    hth＝λ・Ac／u 
     λ：環境条件に関する係数 
     Ac：断面積 
     u：外気に接する部分の周長 
      
  t：コンクリート温度で補正した材齢 
   t＝Σ（T＋10）・Δt’／30 










水中 -10 30 水中 -10 60 
相対湿度 90％ +13 5.0 相対湿度 90％ 10 10 
相対湿度 70％ +32 1.5 相対湿度 70％ 25 3 













































(4)2007 年制定コンクリート標準示方書 25） 
  
 ε’cs（t，t0）＝[1－exp{－0108（t－t0）0.56}]・ε’sh 
  ε’sh＝－50＋78[1－exp（RH/100）]＋38logeW－5[loge（V/S／10）]2 
   ε’sh：乾燥収縮ひずみの最終値（×10-5） 
   ε’cs（t，t0）：コンクリートの材齢 t0からｔまでの収縮ひずみ（×10-5） 
   RH：相対湿度（％）（45％≦RH≦80％） 
   W：単位水量（kg/m3）（130kg/m3≦W≦230kg/m3） 
   V：体積(mm3) 
図 2.2.4 DIN による乾燥収縮ひずみの経時変化 






















































   S：外気に接する表面積(mm2) 
   V/S：体積表面積比(mm)（25mm≦V/S≦300mm） 
   t0および t：乾燥開始時および乾燥中のコンクリートの有効材齢（日） 
    t0および t＝ΣΔti・exp[13.65－4000／（273＋T（Δti）/T0）] 
     Δti：温度が T(℃)である期間の日数 































 一方，設計編：標準の 4 編 使用性に関する照査に示されている予測式は，コンクリート構造物
の長期変位・変形を精度良く算定するために導かれたもので，一般的なコンクリートの配合条件，
構造諸元，環境条件（温度，湿度）をパラメータとして，ファイバーモデル等による構造解析を
































 応答値算定に用いる断面平均の収縮の設計値（解 2.2.2）26） 
 ε’cs（t，t0）＝［｛（1－RH/100）／（1－60/100）｝・ε’sh,inf・（t－t0）］ 
          ／｛（d／100）2・β＋（t－t0）｝ 
  ε’cs（t，t0）：部材の収縮ひずみ 
   t，t0：コンクリートの材齢および乾燥開始材齢（日）（t0≧3 日） 
   RH：平均相対湿度（％）（45％≦RH≦80％） 
   d：有効部材厚(mm)．一面のみが乾燥する場合，平均部材厚の 2 倍とする． 
   ε’sh,inf：乾燥収縮ひずみの最終値 
    ε’sh,inf＝（1＋β／182）・ε’sh 
     ε’sh：収縮の特性値（JIS 試験値の推定値×10-6） 
      ε’sh＝2.4・｛W＋45／（－20＋30・C/W）・α・Δw｝ 
       W：単位水量（kg/m3）（W≦175kg/m3） 
       C/W：セメント水比 
       α：骨材の品質の影響を表す係数（α＝4～6）．標準的な骨材でα＝4 
       Δw：骨材中に含まれる水分量 
        Δw＝ws／（100＋ws）・S＋wG／（100＋wG）・G 
         ws，wG：細骨材および粗骨材の吸水率（％） 
         S，G：単位細骨材量および単位粗骨材量（kg/m3） 
     β：乾燥収縮ひずみの経時変化を表す係数 
      β＝30／ρ・｛120／（－14＋21C/W）－0.70｝ 





  ε’s（t）：材齢 t におけるコンクリートの収縮ひずみ（×10-6） 
   ε’ds（t，t0）：材齢 t におけるコンクリートの乾燥収縮によるひずみ（×10-6） 
   ε’as（t，ts）：凝結の始発から材齢 t までのコンクリートの封かん条件での 
          収縮ひずみ（×10-6） 
   ε’ds（t，t0）＝κds・ε’dsh∞・[1－exp{－αds（t－t0）βds}] 
    ε’dsh∞・収縮ひずみの最終値（×10-6） 
     ε’dsh∞＝980／｛1＋0.53・ｅ－0.23（W/C－50）｝ 
          ×｛1＋（RH－65）／15・（－0.25－7400・ｅ－0.214W/C）｝ 
      W/C：水セメント比（％）（35≦W/C≦60％） 
      RH：相対湿度（％）（50≦RH≦80％） 
     t：コンクリートの材齢（日） 
21
     t0：コンクリートの乾燥開始材齢（日） 
     αds，βds：乾燥収縮ひずみの進行特性を表す係数 
      αds＝1／（V/S）2・（200－2.7・W/C）≧0.0002 
      βds＝0.0074・W/C＋0.00058・V/S＋0.25 
     κds：乾燥収縮ひずみの最終値に関する係数 
      κds＝1＋ads・（V/S－25） 
      V/S：体積表面積比（mm）（25≦V/S≦300mm） 
      ads：係数   
           0.00018・W/C－0.0085（35≦W/C≦45％） 
           －0.00038（45≦W/C≦60％） 
   ε’as（t，ts）＝γ・κas・ε’ash∞［1－exp｛－αas（t－ts）βas｝］ 
    ε’ash∞：封かん条件での収縮ひずみの最終値（×10-6） 
     ε’ash∞＝1170／｛1＋2.9・ｅ－0.19（50－W/C）｝ 
      W/C：水セメント比（％）（35≦W/C≦60％） 
      γ：セメントおよび混和材の種類の影響を表す係数 
        （普通ポルトランドセメントのみを用いる場合 1.0 としてよい） 
      t：コンクリートの材齢（日） 
      ts：凝結の始発（日） 
     αas，βas：封かん条件での収縮の進行特性を表す係数 
       αas＝0.020・W/C－0.75≧0.1 
       βas＝－0.0085・W/C＋0.76 
    κas：封かん条件での収縮の最終値に関する係数 
     κas＝1＋aas・（V/S－25） 
         aas：係数 
          －0.00014・W/C＋0.0051（35≦W/C≦45％） 
             －0.0012（45≦W/C≦60％） 
       
 （解 2.2.2）の最終ひずみは，主に単位水量とセメント水比で決定される．図 2.2.7 は，W=165kg/m3，
C/W＝2.30 の条件で求めたものであるが，部材寸法によらず収縮ひずみは一定の値に収束してお
り，これは CEB/FIP と同じ考え方である．なお、（解 2.2.2）は体積表面積比 V/S でなく有効部
材厚 d を使用する．一辺が d の正方形断面で 4 面乾燥状態を考えると，V/S＝d2／（4・d）＝1/4・
d により，d=4×V/S となる．図 2.2.7 は，平均的な部材厚として，V/S＝25mm の場合には d=4



















































図 2.2.7 2012 年コンクリート標準示方書による乾燥収縮ひずみの経時変化 




























































































 2012 年版コンクリート標準示方書の（解 2.2.2）は，乾燥収縮ひずみの最終値として大きな値
を予測する（図中，2012 コン標準と表記）．同じく 2012 年版コンクリート標準示方書の（解 3.3.13）
は自己収縮を除いた結果としたが，水セメント比により（解 2.2.2）と同等の大きな値から，道路
橋示方書並みの小さな値まで変動する（図中，2012 コン標準 2 と表記）．また，CEB/FIP も条件
によっては大きな収縮ひずみを示す．これに対し，2007 年版コンクリート標準示方書，道路橋示









































































 一方，図 2.2.10 は JIS 供試体（100×100×400mm：体積表面積比 25mm）を対象として計算
した結果である．2012 年制定コンクリート標準示方書の（解 2.2.2）については，体積表面積比
25mm に相当する値として有効部材厚 100mm を考慮している．なお，相対湿度は RH=60％とし
ている． 
 図 2.2.9 と傾向は同じで，2012 年版コンクリート標準示方書（解 2.2.2）と，条件によっては（解
3.3.13）も大きな収縮ひずみを示す．ACI と道路橋示方書は似かよった収縮ひずみの経時変化を











書のように，設計値を 1.5 倍して使用する等の特別の配慮が必要になると考えられる． 



















































 表 2.3.1 は，道路橋示方書による簡易算定式であり，PC 橋の伸縮量は 0.2  β（単位 mm， は
m で入力）となっている．βは材齢による低減係数で，β＝0.6（材齢１ヶ月）～0.1（材齢 24 ヵ
月）である．これより，伸縮装置を設置した時点からの残存乾燥収縮ひずみは， 
 ε＝0.2×（0.6～0.1）×1000＝120（材齢１ヶ月で設置）～20（材齢 24 ヶ月で設置）（μ） 
ということになる（ただし，誤差として別途，20％を見込むとされており，これを考慮すると前
述の 1.2 倍で最大 150μ相当ということになる）． 










 図 2.3.1 は弾性域における単純な棒部材の場合を示すが，支点の拘束度に応じ発生応力が順次，
変化することが分かる（弾性拘束においてｋ=0 が自由収縮，ｋ＝∞が完全拘束に相当する）． 
 なお，具体的な乾燥収縮による不静定力の影響については，2.3.2 で検討を行う． 
 
 




①温度変化 0.6 （0.72 ） 0.4 （0.5 ） 0.4 （0.5 ）
②乾燥収縮 - 0.2 β 0.2 β



































 乾燥収縮により主桁が縮むと，それに伴い PC 鋼材の伸び量も減少し，既に導入されていたプ
レストレス量が減少する． 
 2007 年版のコンクリート標準示方書によると，PC 構造におけるコンクリートの収縮を考慮し















   （2007 年標準示方書 解 15.4.7） 
 ここに， 
  Δσpcs：コンクリートの収縮による PC 鋼材の引張応力度の減少量 
  φ：コンクリートのクリープ係数 
   解説表 5.2.7 普通コンクリートのクリープ係数 30）において， 
   コンクリートの材齢＝4～7 日，環境条件＝屋外におけるφ＝2.7 を採用する． 
  ε’cs：コンクリートの収縮ひずみ 
   解説表 5.2.5 コンクリートの収縮ひずみ 31）において， 
   収縮を考慮するときの乾燥開始材齢＝28 日，環境条件＝屋外における 
   ε’cs＝230μを採用する． 
  σpt：緊張作業直後の PC 鋼材の引張応力度 
   一般的な値として，σpt＝1,300N/mm2（≒0.70σpu，σpu：PC 鋼材の引張強度） 
   を考える． 
  σ’cpt：緊張作業直後のプレストレス力による PC 鋼材位置のコンクリートの圧縮応力度 
   σ’cpt＝16N/mm2を考慮する（緊張直後のコンクリートの許容圧縮応力度を想定） 
























  Ep：PC 鋼材のヤング係数 Ep＝2.0×105（N/mm2） 
   np：PC 鋼材のコンクリートに対するヤング係数比 np＝Ep/Ec 















    ＝38.5N/mm2 
∴Δσpcs／σpt＝38.5／1,300＝0.030 
 




 PRC 構造の場合，曲げひび割れ幅の算定に乾燥収縮ひずみが考慮される．以下では 2007 年版
コンクリート標準示方書 32)に従い，曲げひび割れ幅に占める乾燥収縮の影響について試算する． 
 
w＝1.1k1k2k3｛4c＋0.7(cs－φ)｝［σse/Es（またはσpe/Ep）＋ε'csd］ （2007 年標準示方書 7.4.4） 
 w：曲げひび割れ幅(mm) 
 k1：鋼材の表面形状がひび割れ幅に及ぼす影響を表す係数 k1＝1.0（異形鉄筋） 
 k2：コンクリートの品質がひび割れ幅に及ぼす影響を表す係数 
  k2＝15／（f'c＋20）＋0.7 
   f'c：コンクリートの圧縮強度．一般に設計基準強度でよい． 
 k3：引張鋼材の段数の影響を表す係数 
  k3＝5（n＋2）／（7n＋8） 





     数値 
 σse：鋼材位置のコンクリートの応力度が 0 の状態からの鉄筋応力度の増加量（N/mm2） 









・耐久性に関する照査：最小 0.0035c（特に厳しい腐食性環境 35)）で制御される場合がある． 
 →wa＝0.12mm 
・使用性に関する照査：外観上，問題のない値として 36)， 




となり，何れの場合も 3 割前後を占める．  
 
2.3.2 乾燥収縮が PC 上部工の安全性に与える影響 
(1)門形ラーメン解析 
 乾燥収縮が PC 上部工の使用状態の安全性に与える影響を調べるため，橋梁上下部工を模した門
形ラーメンで簡易的な検討を行った． 
①単径間モデル 

























































 PC 箱桁を対象にした場合，支間長は L=30m～60m となる 37)が，図 2.3.3 に示すとおり，平均
的な支間長である L=45m の場合の計算結果と，L＝30～60m の計算結果とは概ね一致すること

















































































































（図 2.3.6 参照）． 
 
②多径間モデル 















































































図 2.3.6 単径間における応力度比率（クリープ考慮の有無） 
































































図 2.3.9 2 径間における縁応力度 
（弾性解） 
図 2.3.10 2 径間における縁応力度 
（クリープ考慮） 
















































































































図 2.3.12 3 径間における縁応力度 
（弾性解：側径間） 
図 2.3.13 3 径間における縁応力度 
（クリープ考慮：側径間） 
図 2.3.14 3 径間における縁応力度 
（弾性解：中央径間） 










































































































































 図 2.3.18，図 2.3.19 は，先のラーメ
ン解析における 2 径間と 3 径間の場
合において，主桁に生じる平均せん断応力度を求めたものである．ここで，断面の有効高さは，
「PC 道路橋計画マニュアル」を参考に，PC 箱桁橋の中間支点部におけるウェブ厚の目安値









































































































































































図 2.3.18 2 径間における平均せん断応力度 
（クリープ考慮） 























  図 2.3.20 に示す PC3 径間連続ラーメン箱桁橋で試設計を行った（施工は片持ち張出架設）．乾
燥収縮は，上部工部分にのみ 150μ，300μ，450μの 3 ケースを考慮している．  




2 のため，図 2.3.5 より上部工に生じる応力を求めると，約-0.35N/mm2となり発生応力が概略一
致する（図 2.3.21）．乾燥収縮を 2 倍（300μ），3 倍（450μ）にしたケースも表 2.3.2 に記載して
いるが，2 倍で主桁下縁の合成曲げ応力度が許容値を超過している．このため，主桁断面の変更
か PC 鋼材の追加が必要となる．  
 次に，PC 橋ではあるが曲げひび割れ幅制御が可能かどうか検討した．曲げひび割れ幅の算定式




 図 2.3.22 は，今回の解析で得られた断面力を用いて曲げひび割れ幅を算出した結果を示すが，
制限値（0.175mm）に収めるためには鉄筋径を，乾燥収縮ひずみの増加に応じ順次，D19 から
D22，D29（何れも配置間隔は 125mm）へと上げていく必要のあることが分かる．通常，床版に
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800 500 500 1000 500 500 800
IN   NP=8本
OUT  NP=6本






















M N 上縁 下縁 M N 上縁 下縁 M N 上縁 下縁
kN・m kN N/mm2 N/mm2 kN・m kN N/mm2 N/mm2 kN・m kN N/mm2 N/mm2
①自重 -591 -50 -0.16 0.25 -591 -50 -0.16 0.25 -591 -50 -0.16 0.25
②有効プレストレス -1.73 15.85 -1.73 15.85 -1.73 15.85
③プレストレス２次力 17808 -752 4.45 -8.00 17808 -752 4.45 -8.00 17808 -752 4.45 -8.00
④橋面荷重 4509 329 1.22 -1.93 4509 329 1.22 -1.93 4509 329 1.22 -1.93
⑤クリープ 6769 662 2 -3 6769 662 2 -3 6769 662 2 -3
⑥乾燥収縮 701 -414 0.10 -0.39 1402 -829 0.21 -0.77 2103 -1243 0.31 -1.16
⑦活荷重max 8085 742 2.22 -3.43 8085 742 2.22 -3.43 8085 742 2.22 -3.43
⑧活荷重min -589 -354 -0.22 0.19 -589 -354 -0.22 0.19 -589 -354 -0.22 0.19
⑨温度差 3306 185 1.05 -1.14 3306 185 1.05 -1.14 3306 185 1.05 -1.14
⑩温度変化max 570 -214 0.11 -0.29 570 -214 0.11 -0.29 570 -214 0.11 -0.29
⑪温度変化min -570 214 -0.11 0.29 -570 214 -0.11 0.29 -570 214 -0.11 0.29
29196 -225 5.75 2.92 29897 -640 5.86 2.54 30598 -1054 5.96 2.15
37281 517 7.97 -0.51 37982 102 8.08 -0.89 38683 -312 8.18 -1.28
28607 -579 5.53 3.11 29308 -994 5.64 2.73 30009 -1408 5.74 2.34
40587 702 9.02 -1.65 41288 287 9.13 -2.03 41989 -127 9.23 -2.42
31913 -394 6.58 1.97 32614 -809 6.69 1.59 33315 -1223 6.79 1.20
37851 303 8.08 -0.80 38552 -112 8.19 -1.18 39253 -526 8.29 -1.57
28037 -365 5.42 3.40 28738 -780 5.53 3.02 29439 -1194 5.63 2.63
41157 488 9.13 -1.94 41858 73 9.24 -2.32 42559 -341 9.34 -2.71






















































































図 2.3.21 単径間ラーメンモデルの場合 
 
























ラーメン橋 門形ラーメン箱桁橋 45.4 38.4 200 -0.48 
2 径間連続ラーメン箱桁橋 103.0 50.7+50.7 195 -0.29 
2 径間連続ラーメン箱桁橋 183.0 90.4+90.4 190 -0.01 
2 径間連続ラーメン箱桁橋 129.0 69.5＋57.5 195 -0.03 
T ラーメン
橋 
2 径間連続ラーメン箱桁橋 180.0 88.9＋88.9 195 0.00 
3 径間連続ラーメン箱桁橋 217.0 57.4+100.0+57.4 190 -0.39 
3 径間連続ラーメン箱桁橋 249.8 79.7＋118.7＋49.4 195 -0.08 
3 径間連続ラーメン箱桁橋 152.5 39.4＋72.0＋39.4 200 -0.02 
3 径間連続ラーメン箱桁橋 197.0 51.5＋94.0＋51.5 200 -0.48 
3 径間連続ラーメン箱桁橋 166.0 48.4+77.0+29.4 195 -1.01 
4 径間連続ラーメン箱桁橋 391.0 63.7+112.0+119.0+93.7 195 -0.60 
4 径間連続ラーメン箱桁橋 271.0 60.4＋68.5＋70.5+69.6 190 -1.50 
4 径間連続ラーメン箱桁橋 163.1 59.9+36.7+32.0+32.9 195 -0.38 
6 径間連続ラーメン中空床版橋 167.8 27.3+4@28.0＋27.3 190 -0.95 
多径間 
ラーメン橋 
8 径間連続ラーメン中空床版橋 195.5 22.3+5＠24.5+25.0+24.3 190 -1.50 
3 径間連続中空床版橋 83.0 27.0+28.0+27.0 200 -0.02 
5 径間連続中空床版橋 130.0 24.8+25.5+28.0+25.5+24.8 190 -0.02 
6 径間連続中空床版橋 159.2 25.4+4@26.8+25.4 190 -0.06 
連続橋 
6 径間連続中空床版橋 168.4 27.1+4@28.0+27.0 185 -0.04 
3 径間連続斜材付 
π 型ラーメン中空床版橋 63.0 15.2＋34.5＋13.4 150 -0.56 
斜π 橋 
3 径間連続斜材付 




表 2.3.3 既往設計成果における乾燥収縮度と主桁応力度 
38
2.3.3 設計上の限界乾燥収縮ひずみ 



















で設計が行われるが，設計基準強度が 40N/mm2 で許容引張応力度が 1.5N/mm2 の PC 橋におい
て，引張応力が発生しないよう制御していたとしても，乾燥収縮による引張応力度が 2.0N/mm2










鉄筋ひずみをおよそ 1/7 に減少させる必要がある．このため，乾燥収縮ひずみは 2 倍の増加まで
が現実的に対応可能な範囲であると考えられる．これは，3 径間連続ラーメン橋による試設計で
も同様の結果となった． 

























ずみが設計値の 2 倍程度であれば，規定の照査項目について設計が成立する」ということになる． 
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３章 PC 構造物と乾燥収縮問題 
 
3.1 既設 PC 橋梁の調査結果 





（NEXCO，阪神高速，首都高速等）や JR 発注の橋梁は含んでいない． 
 
3.1.1 近畿のデータ分析 
 近畿地方 2 府 4 県（京都府，大阪府，兵庫県，滋賀県，奈良県，和歌山県）の調査結果のう
ち，有効データ 1,241 件の分析を行った．







不明が 116 件（9％）となっている． 































































































































図 3.1.2 変状の分類（近畿） 
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の設計基準強度が 50N/mm2 以上であるが，ポストテンション工法は概ね 30～40N/mm2 であ
り，コンクリートの劣化因子浸入に対する抵抗性に差があった可能性も考えられる．参考まで





 構造形式や架設地域を考慮し，全国より選定した 100 橋に対し詳細調査を実施し，劣化傾向
を分析した．結果を以下に示す． 
(1)対象橋梁 
 構造形式ごとの内訳は，プレテンションホロー桁 24 橋，プレテンション T 桁 26 橋，ポスト
テンション T 桁 50 橋の 3 種類とした． 
 
 
図 3.1.3 プレテンションホロー桁橋の標準的な断面構成 
（適用支間 5～24m） （単位：mm） 
 
図 3.1.4 プレテンション T 桁橋の標準的な断面構成 
（適用支間 18～24m） （単位：mm） 
 
図 3.1.5 ポストテンション T 桁橋の標準的な断面構成 
（適用支間 20～45m） （単位：mm） 
※横締 PC 鋼材はプレテンション T 桁橋と同様の配置となっている． 
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 診断の評価は[a]～[e]の 5 段階であり，[a]から[e]に向かって劣化の度合いが大きくなる． 




















図 3.1.8 路線区分内訳 































































































































の異常」について T 桁橋，特にプレテン T 桁橋に区分 d が多く見られる．T 桁橋の床版には全長
に渡り横締め鋼材が配置され，横桁部のみに横締め鋼材が配置されるホロー桁より床版への導入
プレストレス量は多いが，床版自体が薄く，間詰め幅もホロー桁より大きいことから，このよう






























































































































































































































































































































図 3.1.9 供用年数ごとの劣化傾向 
 
図 3.1.10 3) 乾燥収縮によるひび割れ模式図 
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が異なる隣接部材との境界面から成長する方向性のあるひび割れ（外部拘束によるもの）に大別

















































 前節では，施工済みの PC 橋梁に乾燥収縮を原因とする変状は少ないという調査結果を報告し
たが，近年，コンクリートの乾燥収縮ひずみが設計で想定した値よりも大きくなり，構造物に変
状が生じる事例が報告されるようになっている． 
 図 3.2.1 は，1979 年と 2007 年に収集された，乾燥収縮ひずみの実測データを比較したもので
ある 4）．これによると， 
・1979 年：平均値 672μ 






・1979 年：1 件（3.3％） 





















































会より 2005 年 9 月に原因・対策を取りまとめた中間報告書 6)が提出され，その後，「垂井高架橋
の損傷に関する調査特別委員会」よりモニタリング等について取りまとめた最終報告書 7)が 2008
年 3 月に提出されている． 
 中間報告書において，垂井高架橋の損傷原因は， 
・損傷を引き起こした可能性が高いもの：大きな乾燥収縮量，自己収縮量 
・損傷に影響した可能性が高いもの  ：多径間の構造，大きな鉄筋量や鉄筋配置出来形の不良 
       有効プレストレス量の不足，水和熱による温度上昇 
としている．特に，コンクリートの自己収縮と乾燥収縮が大きくなった主原因は，「使用した骨材
の影響が大きいと考えられる」と結論付けている 8)． 
 表 3.2.1 は，垂井高架橋で使用されたものと同一産地の骨材を使用して製作した供試体による収
縮試験の結果である 9)．これによると，推定配合における 8 週間での自己収縮ひずみは 431μ，
乾燥収縮ひずみは 845μに達しており，市販骨材の場合の 2 倍前後に達している．  
 垂井高架橋は PRC 構造であったが，供用前に橋体に深刻なダメージを与えるほどのひび割れ
が発生したため，関係する団体に衝撃を与えた．垂井高架橋は固定支保工の箱桁であり，ウェブ
と下床版（1 ロット）を先行打設し，その後，上床版（2 ロット）の施工を行った．1 ロットは完
成時，既に橋脚と剛結されていたが，緊張は 2 ロット打設後に行うため，1 ロットはいわば RC
の状態で 2 ロット打設までの間（2～3 週間），収縮に対し橋脚の拘束を受け続けた．このため，
外部拘束による引張応力が 1 ロットに残留し，被害を大きくした可能性がある． 







 垂井高架橋の変状を踏まえ，土木学会では 2007 年のコンクリート標準示方書の改訂時，収縮規
定の強化を図った． 
 2007 年制定の設計編には，「・・・生コンクリートの収縮ひずみの実態として，JIS A 1129 試
験（10×10×40cm 供試体，水中養生 7 日後，6 ヶ月乾燥条件）で，1000×10-6を超えるコンク
リートはほとんどないとの報告があることから，これに材齢 7 日以前の自己収縮と材齢 6 ヶ月以


















 同指針では，使用するコンクリートの収縮ひずみは 800×10-6 以下を標準とすることを定めて
いる．一般的な建築物で厚さ 20cm の壁部材の収縮ひずみは，JIS 試験結果の 80％程度で 650×
10-6 以下となる．この場合，この壁部材に発生するひび割れは，幅が 0.3mm 未満で，標準的に
設けられる誘発目地本数以下に抑えられるためであるとされている．また，使用するコンクリー
トの乾燥収縮ひずみの等級として，650×10-6以下の「高級仕様」，500×10-6以下の「特級仕様」
の 2 種類を設定したことも特徴である． 
表 3.2.19) 収縮試験に用いたコンクリートの収縮量
1 4 8 1 4 8
① 提供骨材 374 684 805 211 345 405
② 市販骨材 175 321 368 91 180 213
③ 混合骨材 357 630 741 198 319 371
④ 提供骨材 397 712 845 226 369 431











 次いで 2009 年に改訂された日本建築学会の「建築工事標準仕様書・同解説」（JASS5）では，
計画供用期間の級が長期または超長期のコンクリートについて，乾燥収縮率（ひずみ）を 8×10-4 以下









 大阪と和歌山を結ぶ幹線道路である第二阪和国道のうち，大阪府阪南市域に 2001 年から 2002














するコンクリートの乾燥収縮ひずみの上限を JASS5 と同様，JIS 試験値で 8×10-4と定めている．
































































































































「εreq は当面，8×10-4 としてよい」 
とされている 
Ereq は標準値の 80％ 
と定めている． 

























 変状が生じた橋梁群は，同一地域に連続的に施工された PC を中心とするコンクリート上部工





 E 産の粗骨材を使用したコンクリートについて，長さ変化試験を実施した．配合を表 3.3.3 に示
す．混和材料を使用していないものを配合 a，膨張材を混和したものを配合 b，収縮低減剤を混
和したものを配合 c，両者を混和したものを配合 d としている．なお，配合 c，d に関しては，目
標空気量を 4.5±0.5%に調整するために多量の AE 助剤（100A）を使用する結果となった． 
 次に，使用した骨材の物性値を表 3.3.4 に示す．粗骨材の吸水率が 1.79％となっているが，標








































113.0  2001 年





212.0  2002 年













335.5  2002 年




535.0  2002 年




















160 381 539 231 491 491 0 0 4.57（1.2％） 0.008（2A）
配合b
（膨張材）
160 361 539 231 491 491 20 0 4.57（1.2％） 0.008（2A）
配合c
（収縮低減剤）



















表 3.3.1 変状が生じた橋梁群の概要 
表 3.3.2 使用骨材の一覧 
細骨材 粗骨材 細骨材 粗骨材





I橋 無 普通30-8-20H C産 D産 G産、E産
上部工 下部工
















 JCI-1996 による自己収縮ひずみの測定結果を図 3.3.1 に示す．配合 a（無添加）のものは，15
週での試験値が 214μとなった．この数値は，コンクリート標準示方書に示される自己収縮ひず
みの最終値と比較しても，かなり大きい数値になっている（表 3.3.5 参照）． 
 なお，膨張材を混和した配合 b は-44μ（膨張側），収縮低減剤を混和した配合 c は 138μとな
り，自己収縮に対しても一定の収縮補償効果が認められた． 
 次に，JIS A 1129 による乾燥収縮ひずみの測定結果を図 3.3.2 に示す．26 週での試験結果は，
混和材を使用していない配合 a が 909μ，収縮低減剤を使用した配合 c が 729μとなり，やはり
乾燥収縮ひずみとしては比較的高い数値を示した． 
材    料 仕   様 
海砂：（Ｍ産） 
表乾密度：2.60g/cm3   
絶乾密度：2.57g/cm3 ≧ 2.5g/cm3（JIS A 5308） 
吸水率：1.35%    ≦ 3.5%（JIS A 5308） 
粗粒率（F.M.）：2.53 
細 骨 材 
砕砂：Ｊ産 
表乾密度：2.63g/cm3 
絶乾密度：2.60g/cm3 ≧ 2.5g/cm3（JIS A 5005） 
吸水率：1.22%    ≦ 3.0%（JIS A 5005） 
粗粒率（F.M.）：2.59 
粗 骨 材 
 砕石（2005）：Ｅ産【(2010):50%，（1505）:50%】 
表乾密度：2.59g/cm3 
絶乾密度：2.56g/cm3 ≧ 2.5g/cm3（JIS A 5005） 
吸水率：1.79%    ≦ 3.0%（JIS A 5005） 
粗粒率（F.M.）：6.68 
（参考値） 砕石（2015）：Ｌ産  吸水率：0.55% 










































































図 3.3.1 JCI 試験による自己収縮ひずみ          図 3.3.2 JIS 試験による乾燥収縮ひずみ 






























のである．最大ひび割れ幅が 0.8mm に達する P2～P3 径間の交差道路上部（図 3.3.3 の剥落防止
工が行われている部分）は，先行施工された両側の主桁を場所打ちにより連結しており，自身の
表 3.3.5 20） コンクリート標準示方書による自己収縮ひずみの最終値（×10-6）
1 3 7
100 230 110 50
80 160 80 40




    圧縮強度は 28 日水中養生の値 
      自己収縮ひずみの予測誤差は±40％ 
       結合材に普通ポルトランドセメントのみを用いた場合の値 






































図 3.3.4 上部工変状図 
写真 3.3.1 下床版下面 剥落防止工近傍に生じたひび割れ 
（画像処理で強調） 
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版のひび割れは，P12 近傍で幅 0.35mm のものが記録されているが，概ね 0.2mm 未満で軽微で
ある．横桁では，シースに沿ったひび割れが報告されており，幅は概ね 0.2mm であるが，P12
では幅 0.5mm のものが記録されている．横桁のひび割れは，乾燥収縮を PC 鋼材が拘束したこ
とで生じた可能性が考えられる．一方，非常駐車帯部の張出床版については（図 3.3.6 上），乾燥
収縮をリブが拘束したことが原因と考えられるが，P9 近傍下床版に橋軸方向に伸びるひび割れや


















































図 3.3.6 上部工変状図 
写真 3.3.2 ウェブ橋軸方向のひび割れ 
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(3)J 橋（PC5 径間連結プレテン T 桁橋＋5 径間連続プレビーム桁橋 
    ＋PC5 径間連結プレテン T 桁橋＋3 径間連続プレビーム桁橋 

































 プレテン T 桁とプレビーム桁で構成される．プレビーム工法とは，工場で強制変形（プレフレ
クション）させた鋼Ｉ桁の下フランジをコンクリートで巻き立て，その後，変形を解放（リリー
ス）することでコンクリート部分にプレストレスを導入するものである．連続桁の場合には，連





は見られない．ひび割れは，幅 0.3mm で橋軸直角方向に 50cm 間隔でハンチ部に発生している
もの，微細で亀甲状に 20cm 間隔で床版中間部に発生しているものに大別される（図 3.3.8：変状
は床版全域に及んでおりスケッチはその一部を示す）．横桁にもひび割れが多数発生しており，最
































図 3.3.8 上部工変状図 
写真 3.3.3 床版下面のひび割れ（画像処理で強調） 
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 プレビーム桁，プレテン T 桁，ポステン箱桁から構成されるが，主桁のひび割れは場所打ちコ
ンクリート部に集中しており，工場製作された桁に変状は見られない．プレビーム桁の下フラン
図 3.3.9 構造図と全景（単位：mm） 
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ジに橋軸直角方向（一部，格子状）のひび割れ（図 3.3.10），箱桁橋の下床版に橋軸方向のひび割
れが記録されているが，ひび割れ幅は前者が 0.2mm 未満，後者が 0.2mm と軽微である．プレビ
ーム桁の下フランジのコンクリートは概ね，工場で打設されているため，乾燥収縮より荷重作用
による可能性が高い．なお，箱桁下床版のひび割れも，Y 橋と同様，形状だけで原因が特定でき


































図 3.3.10 上部工変状図 
写真 3.3.4 床版下面のひび割れ（画像処理で強調） 
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3.4 JIS 試験と実構造物における収縮ひずみの相違 











とにより求めてよいとされていた 23)．収縮ひずみの大きさそのものについては，同じく 2007 年






 図 3.4.1 は，3.2 で紹介した国土交通省 近畿地方整備局による事務連絡通達後に，設計基準強


































図 3.4.1 JIS 試験 100 件の結果 
（データ提供：近畿地方整備局 近畿技術事務所） 
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3.4.2 JIS 試験と実構造物に生じる収縮ひずみとの関係 
 2.3.3 設計上の限界乾燥収縮ひずみで述べたとおり，実構造物に生じる収縮ひずみが設計で仮
定している値の 2 倍に達しても，設計的な対応は可能である．しかし，JIS 試験において 800μ


































 表 3.4.1 は，2.2.3 で紹介した各基準による計算結果である（相対湿度 RH は 60％で統一）．これ
67
によると，ACI，DIN，道路橋示方書，2007 年版コンクリート標準示方書，2012 年版コンクリ
ート標準示方書の解 3.3.13 では，V/S＝250mm（実構造物規模）の最終ひずみは V/S＝25mm（JIS
供試体規模）の最終ひずみの 35％～85％となっている．一方，CEB/FIP と 2012 年版コンクリ






























616 616 1.00   CEB/FIP 36 
Mpa 
早強 --- 
554 616 0.90 t=100 年





214 620 0.35   
DIN --- --- --- 299 449 0.67   
道路橋示方書 --- --- --- 254 578 0.44   
2007 年コンクリート 
標準示方書 






























--- --- w/c=43.4％ 









図 3.4.2 乾燥収縮ひずみに鉄筋が与える影響 
表 3.4.1 各国基準による体積表面積比の影響度 
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  εsh（t）：乾燥材齢 t 日におけるコンクリートの自由収縮ひずみ 
  ｎ：ヤング係数比 
   ｎ＝Es／Ece 
    Es：鉄筋のヤング係数  
    Ece：コンクリートの有効ヤング係数 
     Ece＝Ec／（1＋ρ・φ） 
      Ec：コンクリートのヤング係数 
      ρ：材齢係数 一般的にρ＝0.826) 
      φ：クリープ係数 
   p：鉄筋比 
    p=As/Ac 
 
 クリープ係数は，標準的なプレストレストコンクリートの場合，φ＝1.4 から 3.1 の範囲にあ
ると考えられる 27)．したがって，Es＝2.0×105N/mm2，Ec＝2.98×104N/mm2（設計基準強度
















表 3.4.2 28) コンクリート標準示方書による鉄筋拘束を考慮した収縮ひずみ
 
3日以内 4～7日 28日 3ヶ月 1年
屋外 400 350 230 200 120
屋内 730 620 380 260 130
屋外 340 290 180 160 120
屋内 620 520 310 210 120
屋外 85% 83% 78% 80% 100%












 一方，JIS 試験によると，恒温恒湿度室内で乾燥収縮ひずみを測定するため，相対湿度は 60％
で一定である．わが国の場合，全国的に相対湿度は 60％より高いことから，実構造物の乾燥収縮
は JIS 試験より進行しにくくなっている． 
 2.2.3 で紹介した基準類の収縮ひずみ予測式では，相対湿度の影響を考慮することができる．表

















CEB/FIP 517 616 0.84  517 616 0.84  
ACI 542 620 0.87  187 214 0.87  
DIN 356 449 0.79  241 299 0.81  
道路橋示方書 417 578 0.72  189 254 0.74  
2007 年コンクリート 
標準示方書 
608 757 0.80  131 281 0.47  






198 377 0.53 168 319 0.53 
 
②雨露の影響 
























































図 3.4.3 各供試体の乾燥収縮ひずみ 
 





































































































































































・部材寸法の影響  0.35～0.85（PC 上部工を対象とした各国基準の予測式の範疇） 
・鉄筋の影響  0.80～0.95（鉄筋比 0.5～1.0％，クリープ係数φ＝1.0～3.0 における理論解） 
・相対湿度の影響 0.50～0.85（各国基準による RH=60%と RH=70%との対比） 
・雨露の影響  0.25～0.50（小型供試体における屋外と屋内との対比） 
 これらの影響因子がそれぞれ独立に作用すると仮定した場合，実構造物に生じる収縮ひずみは
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収縮ひずみは JIS 試験結果より小さくなるが，JIS 試験で相当大きい乾燥収縮ひずみを示すコン
クリートを使用した場合，実構造物に生じる乾燥収縮ひずみも相応に大きなものとなる．2.3 では，





















































































図 4.2.2 実橋計測位置（単位：mm） 






















砕石（以後 G2 と表記する）を用いた．なお，粗骨材 G1 は，3.3 で紹介した乾燥収縮により変状
が生じた橋梁群において，上部工のコンクリートに多く使用されていた E 産の粗骨材と産地が同
一である．表 4.2.1 における配合 NO.1 は粗骨材に G1 を用いたもの，配合 NO.2 は粗骨材に G2




 実物大供試体の打設と同時にレディーミクストコンクリートにより 100×100×400mm の供
試体を製作し，長さ変化試験（JIS A 1129），自己収縮試験（JCI-1996）により，乾燥収縮ひず
み，自己収縮ひずみを測定した．試験結果を，表 4.2.2，図 4.2.4，図 4.2.5 に示す． 
 
 
 乾燥収縮ひずみ 自己収縮ひずみ 
配合 NO.1（収縮大） 923 146 
配合 NO.2（収縮標準） 539 96 






















EX,RA S1 S2 G1 G2 
1 41.9 508 217 1,020 － 
2 42.8 
165 384 － 
519 222 － 989 
3 
20 43 4.5 


































図 4.2.3 供試体の寸法（左：箱桁供試体，右：角柱供試体）（単位：mm） 
表 4.2.1 配合（36-12-20H） 
















名称 配合 ウェブ配筋 混和材料 供試体のタイプ 
L1 NO.1 D13@250 無 箱桁供試体（収縮大） 
L2 NO.2 D13@250 無 箱桁供試体（収縮通常） 
S1 NO.1 D13@250 無 角柱供試体（収縮大） 
S2 NO.2 D13@250 無 角柱供試体（収縮通常） 
S3 NO.3 D13@250 膨張材＋収縮低減剤 角柱供試体（収縮大＋混和材料） 
S2O NO.2 D22@125 無 角柱供試体（収縮通常で鉄筋量大）
S2E NO.2 なし 無 角柱供試体（収縮通常で無筋） 
実橋 NO.2 D13@250 無  
 
 表 4.2.3 に製作した供試体の仕様を示す．供試体は，図 4.2.3 に示す箱桁供試体 2 体｛L1（配合
NO.1），L2（配合 NO.2）｝と，角柱供試体 5 体｛S1（配合 NO.1），S2（配合 NO.2），S3（配合
NO.3），S2O（配合 NO.2＋鉄筋量大），S2E（配合 NO.2＋無筋）｝を製作した． 
 供試体は，組合せにより，以下の影響について情報が得られるよう仕様を決定した． 
 ①粗骨材の影響・・・・ L1，L2 または S1，S2 
 ②混和材料の影響・・・ S1，S3 
 ③鉄筋量の影響・・・・ S2，S2O，S2E 




向の鉄筋として，供試体 S1，S2，S3 は実橋と同じ D13@250，供試体 S2O はおよそ 5.5 倍の鉄
筋量となる D22@125 を配置し，供試体 S2E は無筋とした． 
 
 
表 4.2.3 供試体の仕様 

























































































































































































 4.2.7 で述べたとおり，実橋と箱桁供試体は 2 回に分けて打設を行った． 
・実   橋：2010 年 11 月 4 日 1 ロット打設，11 月 25 日 2 ロット打設 
       2010 年 11 月 29 日脱型（材齢 25 日） 
・箱桁供試体：2010 年 11 月 17 日 1 ロット打設，12 月 8 日 2 ロット打設 
       2010 年 12 月 15 日脱型（材齢 29 日） 
・角柱供試体：2010 年 11 月 17 日打設，12 月 13 日脱型（材齢 27 日） 
図 4.2.8 計測機器の設置位置 



















    試験日
材齢 
（日） NO.1 NO.2 NO.3
圧縮強度 11/24 7 50.2 46.8 43.8 
（N/mm2） 12/22 35 58.8 54.5 56.7 
静弾性係数 11/24 7 2.28 3.26 2.15 
箱桁供試体 
1 ロット 
（×104N/mm2） 12/22 35 2.67 3.34 2.52 
圧縮強度 12/15 7 44.8 43.1 － 箱桁供試体 
2 ロット （N/mm2） 1/5 28 52.3 51.7 － 
 
 
採取時期     試験日 材齢 
（日） AM PM 
圧縮強度 11/11 7 45.8 50.1 実橋 
1 ロット （N/mm2） 12/2 28 51.2 55.6 
圧縮強度 12/2 7 47.5 46.6 実橋 
2 ロット （N/mm2） 12/22 27 52.3 54.0 
  
 図 4.2.10 は，全国のレディーミクストコンクリートの材齢 3 日，7 日，28 日における圧縮強度
と静弾性係数の相関を示したグラフである 5)．図には，コンクリート標準示方書によるヤング係
数の標準値 6）もプロットしている．これによると，全国のデータはばらつきがあるものの，ほと
んどがコンクリート標準示方書による標準値の 80％以上であり，平均は標準値の 100％に近い． 
 図中に打点した配合 NO.2（標準粗骨材 G2 を使用）も 100％に近いが，配合 NO.1 と配合 NO.3




写真 4.2.2 完成直後の供試体 
表 4.2.4 箱桁供試体 試験結果 






















 箱桁供試体 L1，L2 のウェブと上床版からコアボーリングで供試体を採取し，目視でひび割れ
深さを測定した． 
 コア採取位置を図 4.3.1，測定結果を表 4.3.1，コア抜き位置のひび割れ状況を写真 4.3.4，測定状
況を写真 4.3.5，写真 4.3.6 にそれぞれ示す． 
 コンクリートの乾燥収縮ひずみを大きくする粗骨材 G1 を用いた配合 NO.1 の供試体 L1 は，上
床版，ウェブともに，ひび割れが複数本ある部分からコアを抜いた．ひび割れ幅は 0.05～0.1mm
程度で，深さは目視によると上床版が最大 48mm，ウェブが最大 63mm であったが，蛍光浸透
探傷剤を用いた観察によると上床版が最大 133mm，ウェブが最大 85mm であった．供試体 L1
では，ひび割れ深さは鉄筋位置を越え，部材深部に到達しているもののあることが分かった． 






















































































写真 4.3.1 箱桁供試体 L1 ひび割れ状況（2013 年 2 月撮影） 









































写真 4.3.2 箱桁供試体 L2 ひび割れ状況（2013 年 2 月撮影） 









































写真 4.3.3 角柱供試体 S1，S2，S2O，S2E，S3(2013 年 2 月撮影） 






































幅(mm) コア NO.1 NO.2 NO.3 
表面 
ひび割れ 
幅(mm) コア NO.1 NO.2 NO.3 
目視 48 45 0 目視 63 35 0 供試体 
L1 0.10 探傷 133 133 27 
0.05 
探傷 85 71 62 
目視 0 --- --- 目視 0 --- --- 供試体 
L2 0.05 探傷 0 --- --- 
0.05 以下
探傷 0 --- --- 
図 4.3.1 供試体 L1 コア抜きの位置 ｛（）内は供試体 L2 を示す｝（単位：mm） 

















































 写真 4.3.6 供試体 L2 コアと蛍光浸透探傷剤＋ブラックライトによる測定 
供試体 L2 上床版 供試体 L2 上床版
供試体 L2 ウェブ 供試体 L2 ウェブ 
供試体 L1 上床版 
供試体 L1 ウェブ 
供試体 L1 上床版
供試体 L1 ウェブ 
写真 4.3.5 供試体 L1 コアと蛍光浸透探傷剤＋ブラックライトによる測定 
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(2)角柱供試体 
 箱桁供試体と同様，角柱供試体 S1，S2，S3，S2O，S2E の側面からコアボーリングで供試体
を採取し，目視でひび割れ深さを測定した． 
 コア採取位置を表 4.3.2，測定結果を表 4.3.3，コア抜き位置のひび割れ状況を写真 4.3.7，測定状
況を写真 4.3.8，写真 4.3.9 にそれぞれ示す． 
 できるだけ表面に複数本のひび割れが見られる所からコアを抜くよう努めたが，計測機器や鉄
筋をかわした結果，やむを得ずひび割れが 1 本の所から抜いた供試体もある（供試体 S2）．各供
試体のひび割れ幅は最大 0.05mm 程度で，全てのコアにおいて目視ではひび割れ深さを確認する
ことはできなかった．浸透探傷剤を用いた観察によるひび割れ深さは，コンクリートの乾燥収縮
ひずみを大きくする粗骨材 G1 を用いた配合 NO.1 の供試体 S1 が 25～30mm，コンクリートの
乾燥収縮ひずみが標準的である粗骨材 G2 を用いた配合 NO.2 で鉄筋量が標準的である供試体 S2
が 28mm，同じく配合 NO.2 で無筋の供試体 S2E が 50mm であった．また，混和材料の添加で
乾燥収縮ひずみを低減した配合 NO.3 の供試体 S3，および配合 NO.2 で鉄筋量が多い供試体 S2O
については，浸透探傷剤を用いた観察でもひび割れ深さは確認できなかった． 

























ひび割れ深さ(mm)  表面 
ひび割れ 
幅(mm) コア NO.1 NO.2
目視 --- --- 供試体
S1 0.05 探傷 25 30 
目視 ---  供試体
S2 0.05 以下 探傷 28  
供試体
S3 0.05 目視 --- --- 
目視 --- --- 供試体
S2O 0.05 以下 探傷 --- --- 
目視 --- --- 供試体
S2E 0.05 以下 探傷 50 50 
供試体 ｂ(mm) h(mm) 
S1 1,483 555 
S2 1,002 230 
S3 251 657 
S2O 485 368 
S2E 431 200 








































供試体 S1 供試体 S2 
供試体 S3 供試体 S2O 供試体 S2E 
写真 4.3.7 供試体 S1，S2，S2O，S2E，S3 コア抜き位置のひび割れ状況 
供試体 S1 供試体 S2 




























 乾燥収縮ひずみを大きくする粗骨材 G1 を用いた供試体 L1 の方が，乾燥収縮ひずみが標準的
である粗骨材 G2 を用いた供試体 L2 よりひび割れの本数が全般的に多くなっている．蛍光浸透
探傷剤を用いた目視確認では，供試体 L1 のひび割れ深さは鉄筋を越え部材深部に到達している
ものがあるが，供試体 L2 のひび割れは概ね表面に留まっていた． 
(2)角柱供試体 
 ひび割れ幅はほぼ全てが 0.1mm 未満と小さくなっている．箱桁供試体と同様，粗骨材 G1 を使
用した供試体 S1 には多くのひび割れが生じているが，粗骨材 G1 を使用しながら混和材料によ




 また，標準的な軸方向鉄筋量とした供試体 S2 と，その 5.5 倍の鉄筋量を配置した供試体 S2O
写真 4.3.9 角柱供試体 S2O，S2E，S3 コアと蛍光浸透探傷剤＋ブラックライトによる測定 
供試体 S3 
供試体 S2O 供試体 S2E 
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では，ひび割れ発生状況に大差はなかった．完全に無筋とした供試体 S2E は，供試体 S2，S2O
より細かいひび割れが僅かに多く生じていた． 




























 打設から脱型（乾燥開始）までのおよそ 1 ヶ月間で，自己収縮試験によると配合 NO.1 で約 110
μ，配合 NO.2 で約 60μの自己収縮ひずみが発生する（図 4.2.5 参照）．しかし図 4.4.2，図 4.4.3



















         写真 4.3.10 骨材界面に生じたひび割れ 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































    図 4.4.2 打設直後から脱型までの              図 4.4.3 打設直後から脱型までの 






 供試体 L1，L2 のウェブ橋軸方向ひ
ずみを，それぞれ図 4.5.1，図 4.5.2 に
示す． 
 乾燥期間 3 年における埋込ひずみ計
による計測結果は，供試体 L1 が 220
～250μ程度，供試体 L2 が 220～260
μ程度となり，無応力計による計測結
果は供試体 L1，L2 ともに約 170μと
なった． 
 実物大供試体の収縮ひずみは，JIS
試験結果（供試体 L1 が 923μ，供試















少し，収縮ひずみが標準的な供試体 L2 と大差ない結果になったと考えられる． 





っている点が挙げられる（後掲図 4.5.17，図 4.5.18 参照）． 
②表面ひずみ計と鉄筋ひずみ計 













































































































































































































































 一方，図 4.5.4 によると，供試体 L2 については鉄筋ひずみ，表面ひずみともに，計測結果にあ
る程度の信頼性があると考えられる． 
③直角方向ひずみとの比較 





























































位置   
    図 4.5.3 箱桁供試体 L1                    図 4.5.4 箱桁供試体 L2 
































































































































































































































      図 4.5.5 箱桁供試体 L1                   図 4.5.6 箱桁供試体 L2 
            ウェブ 2 方向のひずみ比較                 ウェブ 2 方向のひずみ比較 
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(2)環境の影響 



















































































































































































































































































































































































図 4.5.9 箱桁供試体ウェブ中央のひずみと 

































































































































図 4.5.10 箱桁供試体ウェブ中央のひずみと 
























































































































図 4.5.11 ウェブ中央ひずみの月ごとの変化量 
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試体 L1 が 6.3(μ/月)，供試体 L2 が 3.4(μ/月)である．このように，JIS 試験で大きな収縮ひずみ




  既述により，供試体 L1 の鉄筋ひずみ計については計測結果の信頼性が乏しく，ここでは供試
体 L2 を対象に議論を進める．図 4.5.12 は図 4.5.4 と同様，供試体 L2 におけるウェブ厚さ方向の







 図 4.5.13 および図 4.5.14 において，計測値で信頼性の高いウェブ中央部のひずみと，諸基準に
よる収縮ひずみ予測式とを対比した．なお，図中には，参考までにウェブ内面の表面ひずみの計
測結果も示している． 
 予測式は，平成 24 年版道路橋示方書，2007 年版コンクリート標準示方書，2012 年版コンク
リート標準示方書より引用した．各基準の予測式で使用する体積表面積比は，箱桁の全ての面が
乾燥する場合（V/S=130mm），箱桁の妻面は乾燥しない場合（V/S=154mm）の 2 ケースとした． 
 道路橋示方書では，環境条件に関する係数を相対湿度 70%の場合でλ=3 とし，これを体積表
面積比に乗じた 390mm，462mm を仮想厚さとした．2012 年版コンクリート標準示方書では，
有効部材厚 d として，計測を行った部位の厚さである 400mm と，2.2.3 で説明した体積表面積比
の 4 倍の値である 520mm，616mm を用いた． 

































  図 4.5.12 箱桁供試体 L1 ウェブ厚さ方向のひずみ分布      写真 4.5.1 ウェブの軸方向鉄筋       
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 図 4.5.13 および図 4.5.14 によると，ウェブ中央部で計測された乾燥期間 3 年における収縮ひず
みは，供試体 L1，L2 とも道路橋示方書の予測値より大きくなっている．また，供試体 L1，L2
とも，計測値は 2007 年版コンクリート標準示方書の予測値より小さく，2012 年版コンクリート
標準示方書に対しては，有効部材厚を 400mm とした場合の予測値より小さく，体積表面積比の

































































































































































































































































値の 3 倍に及ぶと構造の安全性に影響する恐れがあるが，乾燥期間 3 年の段階で計測値は道路橋



















合 NO.2 で製作された箱桁供試体 L2 と
角柱供試体 S2 の結果を比較したものを
図 4.5.18 にそれぞれ示す．  
 図 4.5.15，図 4.5.16 によると，乾燥材
齢約 3 年におけるひずみは， 
・埋込ひずみ計 
 供試体 S1  約 130μ 
 供試体 S2  約 160μ 
 供試体 S2O 約 140μ 
 供試体 S2E 約 160μ 
 供試体 S3  約 120μ 
・無応力計 
 供試体 S1  約 120μ 
 供試体 S2  約 120μ 






































































































































































































































図 4.5.16 角柱供試体 無応力計の計測結果比較 
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 供試体 S2E 約 130μ 
 供試体 S3  約 080μ 
となった． 
 結果を以下に整理する． 
・粗骨材による影響（供試体 S1，S2 の比較） 
 JIS 試験結果（表 4.2.2 参照）は，配合 NO.1 が 923μ，配合 NO.2 が 539μであったが，埋込
ひずみ計では供試体 S2 の収縮ひずみが供試体 S1 の収縮ひずみより大きくなった．この原因も箱
桁供試体と同様，ひび割れの影響で供試体 S1 の表面付近の収縮ひずみが解放され，全体の収縮
ひずみが低下したことであると考えられる．無応力計においては，供試体 S1 と S2 はほぼ同じ収
縮ひずみを示した． 
・混和材料の影響（供試体 S1，S3 の比較） 
 JIS 試験結果（表 4.2.2 参照）では，配合 NO.1 が 923μに対し，配合 NO.1 に収縮低減剤と膨
張材を混和した配合 NO.3 は 706μであったが，埋込ひずみ計ではそこまでの差が得られなかっ
た．無応力計では，明らかに供試体 S3 の収縮ひずみが小さい結果となった． 
・鉄筋による影響（供試体 S2，S2O，S2E の比較） 
 軸方向に配置した鉄筋量は，供試体 S2O（p=1.98％）＞供試体 S2（p=0.36％）＞供試体 S2E
（p=0.0％）であり，鉄筋拘束の影響により，この順に収縮ひずみが小さくなることが予想され
る．図 4.5.15，図 4.5.16 におけるひずみの経時変化を見ると，埋込ひずみ計，無応力計ともに，
計測結果は明らかにそのような傾向を示しており，鉄筋拘束の効果が確認された． 
・形状の影響（箱桁供試体との比較） 
 図 4.5.17，図 4.5.18 は，箱桁供試体，角柱供試体の埋込ひずみ計，無応力計による計測結果を
比較して示したものである．これによると，箱桁供試体の埋込ひずみ計の結果が，他の計測結果


































































































 図 4.5.17 角柱供試体 S1 と箱桁供試体 L1 の比較  図 4.5.18 角柱供試体 S2 と箱桁供試体 L2 の比較 




 図 4.5.19，図 4.5.20 は，供試体 S1，S2 の埋込ひずみ計による計測結果と月降水量，月平均湿度
との関係を示したものである．箱桁供試体と同様，収縮ひずみの経時変化と降水量および相対湿
度の変化には一定の相関が認められる．また，箱桁供試体ほど顕著ではないが，収縮ひずみが大
きい配合 NO.1 のコンクリートを使用した供試体 S1 は，標準的な収縮ひずみを示す配合 NO.2
を使用した供試体 S2 に比べ，収縮側，膨張側ともに収縮ひずみの変化量が大きくなっている． 
 図 4.5.21 は，供試体 S1，S2 の月ごとの収縮ひずみの変化量である．39 データのうち 29 デー
タで，供試体 S1 のひずみの変化量が供試体 S2 のひずみの変化量を上回っている．ひずみの変化
量の平均値は，収縮側で供試体 S1 が 10.2(μ/月)，供試体 S2 が 8.0(μ/月)であり，膨張側で供試































































































































































































































































     図 4.5.19 角柱供試体 中央部のひずみと        図 4.5.20 角柱供試体 中央部のひずみと 
























































































































     図 4.5.21 角柱供試体 中央部ひずみの 











































































































  図 4.5.22 無筋供試体 S2E に対する 











354mm，600mm を仮想厚さとした．2012 年版コンクリート標準示方書では，有効部材厚 d と
して，計測を行った部位の厚さである 400mm と，体積表面積比の 4 倍の値である 472mm，











・西側ウェブ    鉄筋ひずみ計（内側） 

































































































































 図 4.5.24，図 4.5.25 は，橋軸方向の埋込ひずみ計（ウェブ外，中，内），鉄筋ひずみ計（西側ウ
ェブ外側のみ），無応力計（ウェブ中）による計測結果を示したものである．乾燥期間 3 年にお
けるウェブの橋軸方向ひずみは，埋込ひずみ計の結果がウェブ中央で約 610μ（西側）と約 670
μ（東側），表面から 100mm の位置で約 710μ（西側）と約 730～約 770μ（東側）であり，供
試体に比べ大きな値を示しているが，これは，主にプレストレスによるクリープひずみの影響で
あると考えられる．構造計算書によると，橋軸方向に導入されたプレストレスによる弾性ひずみ
は，およそ 190μとなっている．これは，図 4.5.24，図 4.5.25 で，材齢初期における無応力計と埋
込ひずみ計のひずみ差から確認できる．計算上のクリープ係数は，道路橋示方書に従い算出する
と材齢 3 年でおよそφ＝2.2 であり，プレストレスによるクリープひずみは，190×2.2＝420μと
なる．したがって，乾燥収縮による橋軸方向ひずみは，ウェブ中央で（610μ～670μ）－420μ
＝190μ～250μという計算結果が得られるが，図 4.5.26，図 4.5.27 に示すとおり，ウェブ中央の
鉛直方向ひずみの測定結果がおよそ 220～240μとなっており，概ね一致する． 
②その他ひずみ  


















































































































































































































































































































































































































3 年でおよそ 70μ，下床版より収縮ひずみが小さくなっている． 
 
(2)供試体計測値との比較 
 図 4.5.28 に，実橋（東側ウェブ）の計測値を，箱桁供試体 L2，角柱供試体 S2 の計測値と比較
した結果を示す．なお，実橋のデータはプレストレスに対するクリープの影響を除外するため，
鉛直方向ひずみを使用した． 




























































































































































































（V/S=154mm），桁内の面積を 50％に低減する場合（V/S=187mm）の 2 ケースとした．2.2.3
で述べたとおり，前者は道路橋示方書の標準的な考え方，後者は DIN の考え方に相当する．また，
供試体の場合と同様，道路橋示方書では環境条件に関する係数λ=3 を体積表面積比に乗じた
462mm，561mm を仮想厚さとした．2012 年版コンクリート標準示方書では，有効部材厚 d と
して，計測を行った部位の厚さである 400mm と，体積表面積比の 4 倍の値である 616mm，
748mm を用いた．また，道路橋示方書と 2007 年版コンクリート標準示方書は，実測した温度で
収縮ひずみの補正を行った． 
 結果は，箱桁供試体と同様で，埋込ひずみ計による計測値は道路橋示方書の予測値より大きく，

































































































































































2007 年版コンクリート標準示方書による予測値は，乾燥期間 3 年で概ね最終ひずみに収束して
おり，供試体や実橋の乾燥収縮に収束傾向が見られないことから，将来，計測値が予測値を上回
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(kg/m3) 細目 粗目 5～15mm 10～20mm
Ⅰ 52.7 159 海砂 川砂 川砂利 
Ⅱ 55.0 161 石灰岩 流紋岩 流紋岩 
Ⅲ 54.0 170 安山岩 安山岩 閃緑岩 
Ⅳ 53.2 173 海砂 石英安山岩 石英安山岩 
Ⅴ 52.7 164 海砂 安山岩 安山岩 
Ⅵ 54.0 162 花崗岩 花崗岩 
Ⅶ 
普通 24-8-20BB 
55.0 163 石灰岩 砂岩 安山岩 











































供試体寸法: 75 x 150mm
 
図5.2.1 コア抜きによる成形が 
           乾燥収縮ひずみに与える影響 
 






































を用い， 100×100×400mmの角柱供試体からJIS A 1129によって求められた乾燥収縮ひずみを
基に，実構造物に生じる乾燥収縮ひずみを予測する必要がある． 































100 x 100 x 400 mm
普通24-8-20BB
 
          
          図 5.2.2 生コンクリートの 
                乾燥収縮ひずみの比較 
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収縮ひずみの経時変化は，式(1)に示される双曲線で表されると，一般に言われている． 






































































































      図 5.2.3 部材厚が異なる供試体の 











































































100 x 100 
x 400 mm
50 x 100mm






















100 x 100 x 400 mm
50 x 100mm
75 x 150 mm
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50 x 100mm






















100 x 100 
x 400 mm
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75 x 150 mm
26週6週
50 x 100mm
100 x 100 
x 400 mm
 






























































75 x 150 mm
50 x 100mm





















100 x 100 
x 400mm
26週6週














 まず，４章で述べた箱桁供試体 L1（乾燥収縮ひずみが大きい配合 NO.１のコンクリートを使用），
L2（乾燥収縮ひずみが標準的な配合 NO.2 のコンクリートを使用）から，図 5.3.1 に示すように
型枠脱型から 71 日後，191 日後，344 日後および 528 日後にφ70mm×500mm のコアを採取し
た．写真 5.3.1 に，脱型から 71 日後の 1 回目のコア採取の状況を示す．コアを採取した位置は，
4 ヶ所ともウェブと上床版の付け根近傍で，乾燥条件に大きな差はない．また，コアは水分が最
も多く残り，乾燥収縮ひずみが最も生じていないと考えられる部材の中央部より採取した．すな
わち，厚さが概ね 400mm の部材中央で，奥行きが約 850mm の位置よりコアの採取を行った． 
 また，図 5.3.2 と図 5.3.3 に示すとおり，箱桁供試体の設置位置で実際に計測した気温と相対湿



















































































































































          図 5.2.12 「普通 24-8-20BB」の            図 5.2.13 「普通 27-18-20N」の 
                 コンクリートの場合                    コンクリートの場合 
    
     図 5.3.1 箱桁供試体のコア抜き位置図（単位：mm）       写真 5.3.1 １回目のコア抜き状況 















































































































































        図 5.3.2 箱桁供試体設置位置               図 5.3.3 箱桁供試体設置位置 























































       図 5.3.4 箱桁供試体 L1 より採取された         図 5.3.5 箱桁供試体 L2 より採取された 






















































































        図 5.3.6 コア抜き供試体における            図 5.3.7 コア抜き供試体における 






NO.1 28.7 869（供試体 L1）






NO.1 1,022×10-6 1,219×10-6（供試体 L1）
NO.2 0.583×10-6 0.779×10-6（供試体 L2）
































































































 図 5.3.8 各国基準による相対湿度と最終ひずみの   図 5.3.9 各国基準による相対湿度と最終ひずみの 




















 図 5.4.1，図 5.4.2 は，配合 NO.1，NO.2 のコンクリートの JIS 試験結果と，それぞれのコンク
リートを用いて製作した箱桁供試体 L1，箱桁供試体 L2，角柱供試体 S1，角柱供試体 S2 の埋込
ひずみ計による計測結果，および式(10)で求まる乾燥収縮ひずみの経時変化を合わせて表示した
ものである．式(10)の予測式には前節と同様，JIS 試験結果より回帰分析で求めたパラメータ a，
b（表 5.3.1，表 5.3.2 参照）を使用した．また，部材を代表する厚さ dbとして， 
・ひずみ計を設置した部分の厚さ：箱桁供試体，角柱供試体ともに 400mm 
・体積表面積比の 4 倍を考慮：箱桁供試体 616mm，角柱供試体 800mm 




















































      図 5.3.10 供試体 L1 の乾燥収縮ひずみ        図 5.3.11 供試体 L2 の乾燥収縮ひずみ
             計測値と予測値                       計測値と予測値 
体積表面積比の 4 倍を 





























































































































図 5.4.2 式(10)と配合 NO.2 を使用した供試体計測値との対比 
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予測式に使用したパラメータ a，b と，部材を代表する厚さ dbは前節と同じである．道路橋示方
書の予測式で使用する仮想厚さは，環境条件に関する係数をλ＝3 とし，これを体積表面積比に
乗じ，箱桁供試体で 462mm，角柱供試体で 600mm とした． 
 各図には，道路橋示方書による収縮ひずみを 2 倍したもの，3 倍したものも合わせて表示して
いる．実測された供試体の収縮ひずみは道路橋示方書による予測値より大きく，供試体によって
は道路橋示方書による収縮ひずみの 2 倍を上回る時期がある．一方，式(10)による予測式で dbに
ウェブ厚 400mmを考慮した場合は，収縮ひずみが大きい配合NO.1のコンクリート（供試体L1，
S1）で道路橋示方書による収縮ひずみの 3 倍を上回り（最終値で約 3.8 倍），収縮ひずみが標準















































































     図 5.5.1 箱桁供試体 L1 式(10)と              図 5.5.2 箱桁供試体 L2 式(10)と 









































































     図 5.5.3 角柱供試体 S1 式(10)と              図 5.5.4 角柱供試体 S2 式(10)と 






することを示した．この関係を利用すれば，JIS A 1129 に従い，100×100×400mm の角柱供試














1) 小林 仁，先本 勉，藤井 隆史，綾野 克紀，宮川 豊章：乾燥収縮ひずみに与える部材寸




3）Hundt, J. and Kantelberg, H.: Sorptionsuntersuchungen an Zementstein, Zementmoertel 


















































































図 6.2.1 YH 橋（箱桁部）の一般図（単位：mm） 































































































































































図 6.3.2 解析に用いた乾燥収縮ひずみの 
          経時変化 




































































































































  （温度応力解析）              （水分移動解析） 
・熱伝導率（W/（m・K）） ←→ 拡散係数 a・e－b(1-RH) （mm2/day） 
・熱伝達率（W/（m2・K）） ←→ フィルム係数 HF（mm/day） 







・拡散係数 ：20・e－8(1-RH) （mm2/day） 
・フィルム係数 ：HF＝0.5（mm/day） 
・収縮係数 ：eは，湿度100％からJIS試験の条件である湿度60％に達するまでの，湿度 
         あたりの収縮ひずみの大きさを示すため，JIS試験における予想最終ひずみ 
         を（100－60）／100＝0.4で除すことで求まる．例えば，予想最終ひずみが 

























































































































図 6.3.5 パラメータの感度分析結果 
 









































































  図6.3.7 コンクリート内部の相対湿度分布         図6.3.8 コンクリート内外の乾燥収縮ひずみ差 


















































































































































































































































































  図6.3.16 100×100×400mmの角柱供試体に 
         生じる乾燥収縮ひずみの解析値 










































































































































図 6.3.20 場所打ち連結部Ａ点の断面応力分布 

















図 6.3.21 場所打ち連結部Ａ点の断面応力分布 

















図 6.3.22 場所打ち連結部Ａ点の断面応力分布 























































































































































































   図6.3.24 供試体L1 ウェブ橋軸方向ひずみ        図6.3.25 供試体L2 ウェブ橋軸方向ひずみ 
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た．実構造物に生じる収縮ひずみは JIS 試験結果の 15％から 70％に留まるという可能性が示唆
されたが，雨露の影響等，不明な点が多く，実物大の供試体や実構造物の乾燥収縮ひずみを直接，
計測する方針とした． 



























































































































































































































































































































  σtr(t)：乾燥材齢ｔ日において鉄筋拘束によりコンクリートに生じる引張応力 
   εsh(t)：乾燥材齢 t 日におけるコンクリートの自由収縮ひずみ 
   ｎ：ヤング係数比 
    ｎ＝Es／Ece 
     Es：鉄筋のヤング係数  
     Ece：コンクリートの有効ヤング係数 
      Ece＝Ec／（1＋ρ・φ） 
       Ec：コンクリートのヤング係数 
       ρ：材齢係数 一般的にρ＝0.8 
       φ：クリープ係数 

























用量に占める割合は直線的に増加しており，石灰石鉱業協会の調査 5)によれば 2012 年現在，
18.9％に達している．石灰石だけを使用していくことは資源保護の観点から望ましくなく，遠隔





下する場合がある．図 7.4.1 は，3.3.1 で紹介したＥ産の粗骨材を使用したコンクリートについて
凍結融解試験を行った結果である 7)．収縮低減剤を混和していないコンクリート（配合 a）と，
混和したコンクリート（配合 c）は，ともに空気量を 4.5％一定としたが，300 サイクル経過時点
で配合 c の相対動弾性係数が 40％にまで低下した．これにより，収縮低減剤が耐凍害性を低下さ
せたものと判断される．このため，地域によっては収縮低減剤を使用できない場合があるため，
注意を要する． 
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 筆者と乾燥収縮の出会いは，平成 20 年 11 月に遡ります．第二阪和国道の橋梁群に生じた変状
に対し，国土交通省近畿地方整備局が土木学会に委託し組織された委員会において，オリエンタ
ル白石株式会社の河井悟氏と筆者の 2 名が幹事として参加することになりました．浪速国道事務

























 また，京都大学大学院准教授 山本貴士先生，同准教授 安琳先生，同助教 高谷哲先生には，
研究の過程において貴重なご助言をいただきました．誠にありがとうございました． 
  
 独立行政法人土木研究所 上席研究員 渡辺博志氏には，供試体の製作で重要な提言をいただ
き，計測に対しても多くのご助言をいただきました．深く感謝致します． 
  
 近畿地方整備局 道路部道路工事課長 先本勉氏（現 道路部道路保全企画官）からは，実物
大供試体の製作に関し強力なバックアップを頂戴しました．氏の存在なくして供試体は誕生せず，
本研究は成立しなかったものと思われます．心より御礼申し上げます． 
 近畿地方整備局 和歌山河川国道事務所 東岡正樹氏，國年滋行氏，宮腰一也氏の歴代 3 名の
建設監督官の方々には，供試体の計画から製作，計測，移設の各段階で大変お世話になりました．
深く感謝申し上げます． 












 株式会社ピーエス三菱 代表取締役社長 勝木恒男氏，同 取締役常務執行役員 本社技術本










いただきました．50 歳になって再び学友を持つことができ，充実した 3 年間でありました．以下
にお名前を列記し，感謝の意とさせていただきます． 
 清水建設株式会社 田中博一氏，西日本旅客鉄道株式会社 近藤拓也氏，西日本高速道路株式
会社 本荘淸司氏，独立行政法人土木研究所 河野哲也氏，株式会社 IHI インフラ建設 山下亮
氏，株式会社国際建設技術研究所 葛目和宏氏，電気化学工業株式会社 宮口克一氏，西日本旅
客鉄道株式会社 吉田隆浩氏，三井住友建設株式会社 室田敬氏，西日本旅客鉄道株式会社 村
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